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1. はじ

これま

⼤量退職

どを背景

というプ

しかし

る類焼や

迷惑や直

の財産で

空き家の

助などに

このよ

惑等を発

いても深

を取り巻

なお、

住宅※」

ラス・マ

とすると

社団法人

協会

空き家を

ころ、空き家

ある空き家問題

は、株式会社

いたものを、本

じめに ― 

まで空き家に

職を迎える

景に、空き家

プラス⾯から

し最近では、

や積雪・強⾵

直接的な被害

であり、問題

の適正管理条

に取り組む⾃

ように当初は
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深刻化しつつ

巻く現状と課

空き家には

の４種類が

マイナス両⾯

とともに、共

人 都市計画コ
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の問題をメデ

題の解決に、

ナヴィ住宅都
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に係る社会的

「2007 年問
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活⽤されな

⾵による倒壊

害などのマイ

は所有者⾃ら

条例を制定す

⾃治体も増え

は活⽤可能に

る空き家のマ

つあり、今や

課題等を報告

は、「賃貸⽤の
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⾯で⾃治体や

共同住宅に⽐
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く現状と課

ディアが報じ

都市計画が

都市設計⼯房

に分けてご紹
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的関⼼は、地
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組みが主とな

ないまま管理

壊・⾶散、敷

イナス⾯がク
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する⾃治体が

えつつありま

にもかかわら

マイナス⾯の

や全国的な問
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の住宅」、「売
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課題（前

じる機会が増え

ができることは

房の稲葉良夫様

紹介させていた
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地⽅における

機としたＵＩ

源と捉え、地

なっていまし

理不全状態と

敷地内の雑草

クローズアッ

べきと考えて
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の他の住宅」

１号 

半） 
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ています。事
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はなく⼤都市
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の他の住宅」
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問題とな
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2. 全国

まず、

⼟地統計

空き家で
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地域の⽅
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圏別にみます

くほど「その他

割合が⾼くな
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住宅以外の⼈が
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。 

が住んでいない

のために取り壊

。 

。総務省の

、特に⻑期不
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所有者・相続

東京 70 キロ圏

減少や⾼齢化
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圏における住宅

化のさらなる

次的住宅」が

地⽅での「そ

 

や⾼齢化、⽴

市全体に個別

希望者等の関

宅総数に対する

3 
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その他住宅」
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では、
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しょうか
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の集約化や中

机上の対応に
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超えた繋がり
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なぜ空き家
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か。図４に整
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因・背景が挙

主に所有者
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抱える課

挙げられ

者側の要

 

空き家率の推移

4 

な住み替えに
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1) 活⽤

空き家

⼤きく影

住宅」の

ます。⽔

できない

さらに

家・屋敷

ど⼀時的

「条件不

空き家を

ないこと

ます。⼀

ど、そも

ではどう

なお、

第三者が

ります。

2) 管理

 次に管

「遠⽅居

あり、⾼

り空き家

年、急増

⽤が進まない

家の活⽤が進

影響している

の約３割が建

⽔周り等の設

い状態にあり

に、要因の地

敷を他⼈に売

的に利⽤」な

不利地で借り

を仲介する不

ともあり、仲

⼀⽅、固定資

もそも流通の

うにもならな

相続でもめ

が⼿をつけら

 

理不全状態や

管理不全状態

居住所有者

⾼齢所有者が

家になった時

増している⼤

い理由――低

進まない主な

ると考えます

建物の主要部

設備⽔準や接

り、活⽤する

地域特性もあ

売却⼜は賃貸

などの意識や

り⼿や買い⼿

不動産業者に

仲介⼿数料が

資産税等の保

の対象となら

ない「やむを

めているケー

られない等の

や管理放棄と

態や管理放棄

（相続⼈）の

が増え、⾃ら

時点で、既に

⼤都市等に居

低い空き家の

な要因として

す。平成 20

部分やその他

接道不良のも

るには多⼤な

あり、地⽅都

貸することへ

利⽤⾯の要因

⼿がいない」な

にとっても、

が低く、商売

保有コストが

らないケース

を得ない事情

ース、所有者

の空き家が増

となる理由―

棄となる主な

の増加」が⼤

ら適切に維持

に管理不全状

居住する⼦息
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のストック⽔

ては、「低いス

年の住宅・

他の部分に不

ものも含めま

な改修費が必

都市や中⼭間

への抵抗感」

因と、「固定

などの経済⾯

条件不利地

売としてのう

が⼤きい⼤都

スや借地権な

情」が影響し

者や相続⼈不

増加している

――遠⽅居住

な要因ですが

⼤きく影響し

持管理できな

状態となって

息が相続する

⽔準と所有者の

ストック⽔準

⼟地統計調

不具合がある

ますと、相当

必要となりま

間地域にあっ

「仏壇や荷物

資産税等の⼟

⾯や需要⾯の

地等の物件は

うまみがない

都市の中⼼部

など権利関係
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不明ケースな
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住所有者の増加
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ない状態が⻑

ている場合が

るケースで、

の活⽤意識な

準」「低い所有
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「腐朽・破損

数の空き家が

す。 

ては「先祖代

物置き場とし

⼟地・建物の

の要因が⼤き

、築年数が古

ことも流通阻

等では、接道

が複雑など

ど、活⽤意向

阻害要因の主

加、低い迷惑

化した時点で

前者は、空

期化し、住み

少なくあり

相続した地⽅

など 

有者の活⽤意

、全国の「そ

損あり」とな

がそのままで

代々受け継い

して使⽤」「盆

の保有コスト

きいようです

古いケースが

阻害要因とな

道不良や狭⼩

、所有者の意

向がまとま

主要因にな
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で既に管理不

き家化前の問

み替えや死亡

ません。後者

⽅や郊外の空

意識」が

その他の

なってい

では活⽤

いできた

盆暮れな

トが低い」

す。また、

が少なく

なってい

⼩敷地な

意向だけ

らない、

りつつあ

不全状態」

問題でも

亡等によ

者は、近

空き家の
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⼀⽅、
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⽤負担」
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安上の危

もよく聞
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んが、空き家

は相続などを

業者、リフォ

います。 

進まない理由
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付かない、そ

の空き家が増

放棄等の問題

家化前の段階

を含めて、⾏

ォーム業者、

由――解体費

どが解体され

識の⽋如等に加

地の特例が受
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えているこ
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⾏政、弁護⼠

解体業者な

費⽤等の経済的

れず、放置さ

加えて、「解

受けられなく

道路が集中す

み、管理放棄

せんが、⾃治

の問題であり
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い」「判断が
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住していな

意識が希薄で

とも、要因と
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化後の荷物の

、司法書⼠

どによる総合

的負担、固定

れたままとな

解体・除却、廃

くなり、保有

る密集市街地

や危険状態を

会等が地域の

り、⾏政が関

がない」「勧告

が難しい」な
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いことから管

である等が要

となっていま
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、建築⼠な

合的なサポー

定資産税の減

なっている要

廃棄物処理な

有（放置）コス

地や斜⾯型市

を放置する場

の問題として

関与すべきで

告等の前提と

など、⾃治体側

管理不全

要因とな

ます。 

ため、現

続管理・

どの専⾨

ートを⾏

減免対象外 

要因です

などの費

ストが上

市街地で

場合が少

て認識し

ではない」

となる『保

側の課題

 


